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はじめに 

この手引きは、｢競輪公益資金による体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の補

助を行うための業務方法に関する規程｣第32条（公示）および「オートレース公益資金によ

る体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の補助を行うための業務方法に関する規

程」第32条（公示）の規定に基づき、補助金交付の要望書作成の手順を記載したものです。 

補助金の交付要望の申請にあたっては、『2027年度補助方針』、『2027年度版公益事業振

興補助事業の交付要望書作成の手引き』の内容と規定を十分に理解して、本手続きで述べる

「要望書類」と「関連書類」を作成し、「添付書類」とともに提出してください。 

なお、登録、申請、提出にそれぞれに期限があります。正しく手続きして、期限内に提出してくださ

い。 

 

 

 

 

 

要望書提出先 公益財団法人ＪＫＡ  補助事業部 補助事業課 

 〒１０８－８２０６ 東京都港区港南一丁目２番７０号 

品川シーズンテラス２５階 

ＵＲＬ       https://hojo.keirin-autorace.or.jp/ 

 

2027 年度補助要望に関するお問い合わせは、 

「補助事業ホームページ」 https://hojo.keirin-autorace.or.jp/contact.html 

の『お問い合わせ』「公益事業振興」補助事業のフォームでお願いします。 

（ご返信までに多少日数をいただく場合があります。） 

（電話でのお問い合わせは行っておりません） 

 

 

※個人情報については、補助事業の審査等以外の目的外利用を行うこと及び第三者に提供することはありません。 

※本手引き中、「補助事業ホームページ」とあるのは、「競輪とオートレースの補助事業」ホームページ

https://hojo.keirin-autorace.or.jp/のことを指しています。 
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Ⅰ． 補助金交付要望の申請にあたっての注意事項 

 

 

◆この章では、補助金交付要望の申請にあたって、注意していただくことを記載しています。 

 

１． 補助対象となる事業は、『2027年度補助方針』に示す「補助対象事業」として記載されている事業であることが必

要です。要望をされる際は、要望する事業が「補助対象事業」に該当するかについて十分に確認してください。 

 

２． 申請方法（詳細は「交付要望 ネット手続きガイド」を参照してください。） 

補助事業ホームページ https://hojo.keirin-autorace.or.jp/におけるインターネット上での手続きと別途要望書類の郵

送が必要となります。 

(1) インターネットでの要望手続きにあたっては、先ず事業者登録をしてください。 

    （平成29年度（2017年度）以降に補助事業申請をするために登録した事業者については、登録の必要はありません。） 

事業者登録 2026年 9月 4 日（金）15時まで 期限までに登録しないと、申請できません。 

 

(2) 申請期間内に、インターネットによる申請を済ませてください。 

インターネット 

申請 
2026年 9月 11日（金）15時まで 

申請期間中に申請しないと、要望は受け付

けられません。 

 

(3) インターネットによる申請を済ませた後、P3の『申請に必要な書類』を郵送してください。 

書類の郵送 2026年 9月 18日（金）17時まで 
ＪＫＡ必着です。期限までに到着しない 

場合、要望書類は受付できません。 

 

３． 郵送方法 

(1) 簡易書留にて提出してください。（※普通郵便、メール便等は不可です） 

(2) 受理証明は発行していないため、「簡易書留郵便」の控えを各自大切に保管してください。 

(3) 封筒の表面右上に朱書きでインターネット申請番号（27P△○○○○-・・・）を記載してください。 

 

４． 補助金交付要望書作成方法 

(1) 補助を要望する事業は、2027 年 4 月 1 日以降に事業を開始し、2028 年 3 月 31 日までに完了す

ることとし、その計画策定にあたっては、その内容を十分検討してください。 

(2) 要望提示金額は消費税を含む全ての税の内税表記です。 

(3) 書類は全てA4タテ片面印刷で作成し、JIS規格の２つ穴をあけ、綴じ紐で綴じて提出してください。

なお、A4版にできない書類（設計図等）は、A4サイズに折り、綴じ込んでください。 

(4) 記入内容、記入方法についてご不明な点がある場合は、締め切りまでに十分な時間的余裕をもっ

て、補助事業ホームページの『お問い合わせフォーム』からお尋ねください。 

(5) 審査結果に対するお問い合わせには応じかねます。 

  

https://hojo.keirin-autorace.or.jp/
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５． 事業実施上の注意 

(1) 補助事業は、補助事業者（法人）の定款・寄附行為等に定める目的及び事業に合致するものであ

って､法人自らが実施する事業に限られます。 

(2) 補助事業の計画及び方法並びに収支予算を変更しようとする場合は、あらかじめ当財団の承認を

得る必要があります。 

(3) 法人は、定款又は寄附行為、事業報告書、財産目録、貸借対照表、収支決算書及び役員名簿の

情報公開を交付決定後に行っていただきます。 

(4) 事業実施の際は、事業等の設定方法や事業評価体制を適正に運用するために、次の事項を必ず

遵守してください。 

① 交付決定後に、補助事業である旨を表示すること。 

事業者ホームページのトップページに、JKA 補助事業「JKA Social Action」へのリンクバナーを掲示

すること。 

 

 

また、事業実施後には「競輪またはオートレースで実施した補助事業の完了報告」の掲示

と、事業実施にあたり「競輪またはオートレース補助事業の補助を受けて本事業を実施して

いること」を表示することなど、補助事業の PRに関すること。 

自らのホームページで活動状況等を継続的に情報発信していない、または情報発信が

SNSのみの事業者は、補助の対象外です。 

② 補助事業の実施内容及び成果を公表すること（P43参照）。 

③ 事前計画／自己評価を実施すること。 

(5) 事業者以外が建設し、事業者が賃貸借契約で取得する物件は補助の対象とはなりません。 

(6) 建築について 

① 要望できる施設の数は、上限金額にかかわらず 1施設だけです。 

② 本補助事業により完成した建物は、取得後ただちに所有権の保存登記をしてください。 

③ 建物を建てる土地及びその建物を借入の担保に供してはなりません。 

（独立行政法人福祉医療機構からの借り入れの場合はこの限りではありません） 

④ 更生保護施設を要望する事業者は、建設予定に関する近隣住民や地元との協議の状況や

結果の記録（様式自由）を法人および法人代表者を記名押印の上、添付してください。 

⑤ 建築設計業務または工事を発注する際は、事業者を含めてそれぞれが利害関係のない独

立した「建築設計事務所」と「工事業者」として下さい。 

⑥ スプリンクラー等、入居者の安全に資する設備の設置を推奨します。 

(7) 本補助事業により取得した物件につきましては、原則として５年間管理をしていただきます。 

 

 

（必須） 

「JKA補助事業バナー」 

（CYCLE JKA Social Action） 

 

 

 
＜https://jka-cycle.jp＞ 

補助金が「競輪」の場合 

 
「KEIRIN.JP」 

 

 

 

＜https://keirin.jp＞ 

補助金が「ｵー ﾄﾚー ｽ」の場合 

 
「Auto Race.JP」 

 

 

 

＜ https://autorace.jp ＞ 

 

http://ringring-keirin.jp/common/images/banner-keirin.jpg
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【申請に必要な各種書類の作成から提出の流れ】 
 

建築・補修 ステップ１ ステップ２ ステップ３ 
 

① 

要
望
書
類 

交付要望書 

補助事業ＨＰから 

「下書きシート」を 

ダウンロードし 

入力 

事業者フロントで 

作成したシートを 

アップロードし 

確定 

 

 

事前計画/自己評価

書 
 

事業者の概要（１）（２）  

② 

関
連
書
類 

事業の実施予定表 

補助事業ＨＰから 

該当書類を 

ダウンロードし 

入力 

事業者フロントで 

ファイルを添付し 

登録 

 

事業者の概要（３） 

（収支決算・収支予算

の概要） 

 

事業経費表  
 

③ 

添
付
書
類 

「添付書類一覧表」 
「添付書類一覧表」（P27）を参照し、 

該当する書類を準備・作成  

 

添付書類 

★〔書式あり〕 

→補助事業ホームページから 

書式をダウンロードし、記入・作成 

★〔書式なし〕 

→既存書類のコピーや新規作成し 

 まとめる 

 

 

 

※  本手引きの中で、「事業者フロント」とは補助事業ホームページ内の事業者専用ページのことです。 

  

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
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印
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作
成
し
て
印
刷 

全
て
の
書
類
を
ま
と
め
、
一
揃
い 

を 

簡
易
書
留
で 

郵
送
す
る 
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［ＭＥＭＯ］  
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◆この章では、要望書作成を行うための、事前準備について説明します。 

★提出資料は、補助金を要望される建物の規模・仕様を確認させていただく情報を記載してい

ただく重要な資料で、申請する法人とＪＫＡとの間における大切なコミュニケーションの唯一の

［ツール］となります。 

 

✓ 要望内容を的確に表現・伝達してください。 

〖詳しいことが適切ではありません。必要かつ十分な内容となっているかが重要です〗 

✓ 基本的な情報がない、あるいは間違っている、内容があいまいでは理解判断できません 

✓ 設計者と申請する法人との間で十分な意思疎通を図ったうえでの提出をお願いします。 

 

具体的には、次の事項に留意してください。  

①申請の事業者（法人）、設計事務所（設計者）、工事施工者について  

●申請する法人、設計者、および将来工事施工に参加することになる建設会社の 3 者は、すべてお互いに

独立した法人格で、お互いに利害関係がないことを確認してください。 

✓ 設計・施工一括は認められません。  

✓ 工事会社や住宅メーカーの設計部門は、設計者になれません。  

✓ 申請する法人の役員が、設計事務所と利害関係がある場合、その設計事務所は、申請業務に参加で

きません。  

✓ さらに採択後の工事業者選定段階においても、法人および設計事務所と 利害関係のある施工会社は、

工事入札に参加できません。  

✓ 設計事務所で〈ホームページが無い〉あるいは〈内容が更新されていない〉の場合、過去３か年の実績を

添付してください。 

②敷地について  

●建物を建設する敷地が、関連法規の規定を満足することを、申請する事業者および設計事務所の双方が、

下記の資料で確認してください。  

✓ 登記簿 ： 地目、所有者、農地転用許可の有無  

✓ 公図 ： 敷地となる土地の範囲、畦畔（赤道と青道）の有無  

✓ 地籍測量図 ： 敷地境界・道路境界、範囲と面積  

✓ 賃貸借契約書（土地を賃貸借している場合） 

✓ 都市計画図など ： 市街化調整区域、開発許可申請の有無、宅造規制地区、 用途地域、建蔽率・容積

率・日影規制、接道要件、埋蔵文化財  

✓ ハザードマップ ： 予想される災害への有無と対応方針  

✓ 「補助事業計画敷地および建物に関する調書」に、前記の要件を的確に記載のうえ、 その確認として申

請する事業者および設計事務所（設計者）の押印をしてください。  

✓ その他 ： 規制事項と行政の各課協議や申請の期間を全体工程に反映した うえで、事業工期が要望

年度に合致するか、十分検討してください。  

  

Ⅱ．「①要望書類」の作成について 
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③-1建物について（新築の場合） 

●計画図は、基本設計レベルの内容（ただし、すべての法規チェックを要望 しているのではありません）を、適

切に表現し作成してください。 

●提出していただく以下の関連資料（様式）の内容が一致、整合するように十分気を付けてください。  

✓ 「建物面積の内訳表」（添付書類） ： 規模の根拠  

✓ 「工事費内訳書」（添付書類） ： 金額および仕様の根拠  

✓ 「事業の実施予定表」（添付資料） ： 予定表の根拠  

✓ とくに床面積、延べ面積の数値は、すべての書類で一致することに留意して確認してください。 

◎一般的な計画図とは、下記のようなものをお願いしています。  

✓ 案内図（広域）、付近見取図 ： 目印となる施設を記載してください  

✓ 配置図 ： 隣地境界、道路境界、敷地寸法、建物寸法を記載してください  

✓ 求積図（建築面積および床面積）  

✓ 各階平面図（各諸室に床面積を記載してください）  

✓ 立面図、断面図 

✓ 内外装仕上表（平面図、立面図、断面図に記載すること可）  

✓ 設備図 ： 補助対象の機器仕様、システム系統、機器プロットを記載 （スプリンクラー、暖冷房、昇

降機、浄化槽・処理対象人算定書）  

✓ 共通事項 ： 作成計画図のすべてに、設計事務所名・登録番号、設計者名資格・登録番号、押印

をお願いします。 

✓ 「補助事業計画敷地および建物に関する調書」に、上記の要件を的確に記載のうえ、 その確認とし

て申請する法人と設計者の押印をしてください。  

③-2建物について （補修の場合） 

 ◎添付書類と計画図は、下記のようなものをお願いしています。  

✓ 必要添付書類 ： 該当建物の確認済証、検査済証、 現状建物の設計図（建物一覧、増改築経緯

を含む）、 現地写真（劣化状況を的確に説明すること）および現地調査書  

✓ 計画書 ： 補修計画図（該当建物・補修範囲をはっきり明示してください）、 補修工事仕様書、数量

表（算出根拠）  

✓ 可能な限り、補修前と補修後の対比で、計画書を作成してください。  

✓ 共通事項 ： 作成計画図のすべてに、設計事務所名・登録番号、設計者名資格・登録番号、押印

をお願いします。 

✓ 「補助事業計画敷地および建物に関する調書」に、上記の要件を的確に記載のうえ、 その確認とし

て申請する法人と設計者の押印をしてください。  

 

上記の大切な要望情報等は当手順P27_「添付資料一覧表」の各表/書へ反映のうえ、届出を行ってください  
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◆次に、インターネットでの要望手続きを行うための事前準備について説明します。 

インターネットによる申請を行う際は、まず、補助事業ホームページの「補助申請について」か

ら「下書きシート」をダウンロードし、フォームに記入、確認のうえ、申請する内容を準備してくださ

い。 
 

「下書きシート」は、必ず 2027年度要望用をご使用ください。 

「下書きシート」は、「基本情報」と「事前計画」の２種類があります。 

補助事業の審査はこの計画を基に行いますので、簡潔にわかりやすく過不足なく情報

を記載してください。 

 

記入が完了した「下書きシート」は、要望手続きを行う［事業者フロント］でアップロードすることに

より、画面への直接入力を省略することができます（アップロードの方法などについては「交付要望

ネット手続きガイド」参照）。 

 

１．下書きシート（基本情報） 記入方法  ※は必須項目です。 

  

No. 項目 注意事項 

1 
本要望の発翰（発信） 

番号 ※ 
・法人が定める文書の管理番号ですが、ない場合は記入不要です。 

2 
本要望の発翰（発信） 

年月日 ※ 

・文書の発信年月日を記入してください。 

例：（2026-9-10） 年月日の間は半角数字とハイフン（-）を入れてくださ

い。 

3 競輪・オートレース ※ 

・「競輪」か「オートレース」いずれの補助金での実施を希望されるかを、プル

ダウンから選択してください。※競輪・オートレースのいずれに要望しても、

採択後割り振ります。 

6 補助事業名 ・記入不要（選択した事業ｺｰﾄﾞの補助事業名が入ります） 

7 
直接的なアピールポイント 

※ 

・建築する施設の直接的な目的（アピールポイント）を、できるだけ平易な 

言葉で、簡潔かつ明瞭に記入してください。（255 文字以内） 

8 
補助事業を簡潔に示す名

称 ※ 
・グループホームの建築 等 

9 
補助事業を分かりやすく 

説明した概要 ※ 

・当該補助事業の概要をわかりやすく、1024 文字以内で簡潔かつ明瞭に 

記入してください。（箇条書きも可） 

10 補助事業の目的 ※ ・「事前計画／自己評価書（２／５）参照」と記入してください。 

11 補助事業の内容 ※ ・「事前計画／自己評価書（３／５）参照」と記入してください。 

12 事業完了予定日 ※ 
・2028 年 3 月 31 日 （例：2028–3-31）と半角数字とハイフン（-）で記入して

ください。 

 

公益目的事業情報  №１３～№１６は記入不要です 

13 事業種類 ※ 

記入不要 
14 事業区分 ※ 

15 チェックポイント 

16 チェックポイントに沿っていない場合の理由 
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連絡先：事務担当者 <直接事務に携わるご担当者（本財団からの問合せ等に対応できる方）を記入してください> 

17 
事業者所在地と同一  

※ 

・連絡先名称と住居表示が事業者所在地と異なるかどうかを、プルダウン▽

から選択してください。 

「異なる」を選択した場合、17-1～17-7 にもご記入ください。 

17-1 事業者名称 ・64 文字以内 

17-2 事業者名称 （カナ） ・全角カナ 64 字以内 

17-3 郵便番号 ・半角数字 7 字 

17-4 都道府県名 ・プルダウン▽から選択 

17-5 住所 ・住居表示を 36 文字以内 

17-6 建物名・部屋番号 

・25 文字以内 17-7 方書・その他 

18 所属部署 ※ 

19 役職         ※ ・ 16 文字以内 

20 
氏名 姓   ※ 

・ 全角 8 文字以内 
氏名 名   ※ 

21 
氏名 姓（カナ） ※ 

・ 全角カナ 16 文字以内 
氏名 名（カナ） ※ 

22 e-mail（半角）  ※ ・ 英数 100 文字以内 

23 
電話１（半角）   ※ 

・ JKA 担当者と連絡が取りやすい事業所の電話番号を入れてください。 

例）0312345678 ハイフン（‐）を使用しないで入力してください。 

電話１（区分）  ※ ・ 区分はそれぞれ「勤務先、自宅、携帯電話」から区分を選択してください。 

24 
電話２ 

記入不要 電話２区分 

25 FAX 

 

他の団体に対する補助申請又は補助申請予定 

26 申請又は予定の有無  ※ 
・ 2027 年度に行う予定の同一事業 (施設の建築) に関して、他への申請又はその予定の有

無を「あり・なし」から選択してください。 

27 申請又は予定の団体名称 ・ No.26が「あり」の場合のみ記入してください。 
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補助事業名・事業コード（建築のコードのみ抜粋しています） 
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２．下書きシート（事前計画）の記入方法 
 

◆補助事業の審査は、事前計画を基に行われます。 

記入にあたっては、次の各点について十分留意してください。 

 

 ※： 「下書きシート」は、必ず2027年度要望用をご使用ください。 

 

１．簡潔にわかり易く、かつ他の関連資料を参照しなくとも内容が把握できるよう、過不

足なく情報を記載してください。 

２．当該要望事業の背景となる社会的課題及び、当該要望事業に対するニーズを明確

に示してください。 

３．事業内容を実施体制（人）、方法（物）、資金の側面を含め具体的に記入してくださ

い。 

４．事業終了後の自己評価時に事業の達成状況が明確に把握できるよう、事前計画に 

おいて、「目標値」等を具体的に記入してください。 

 

 

 

 

 

※1： 以下、下書きシートが出来上がったら 

① 事業者フロントにログインする。（ログイン ID、パスワードを入力する） 

② 下書きシート（基本情報）と下書きシート（事前計画）をアップロードしてください。 

 

 

※2： 「Alt」キーを押しながら「Enter」キーを押すと、下書き欄の中で改行できますが、

改行すると印字可能な文字数が実質減少するのでプレビューでご確認ください。 
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       【建築・補修】の下書きシート記入 （事前計画）  ※は必須項目を表す。 
No. 項目 注意事項 

1 事業項目項番 記入不要 

2 事業項目名 ※ ・Ｐ9 で選択した事業名を入力してください。 

3 事業形態分類 ※ 
・ P14 の事業形態コード表の「分類コード」（C）の建築、又は（D）の補修を選択し
てください。 

4 事業形態詳細 ※ 
・ P14 の事業形態コード表の「詳細コード」建築の場合は（01～99）を、 
補修の場合は（01～04）をプルダウンから選択してください。 
※先に№3 を選択してください。 

5 事業費総額  記入不要 

6 
補助対象経費総額 ※ 
千円単位の入力です 

・要望する補助対象の総額（補助金＋自己負担金）を半角数字、千円単位で記
入してください。（P23 の例：89,966,000 円の場合→89,966 千円と入力） 
・ P23/25「事業経費表」の[補助対象経費総額／合計（ I ）]欄と同じ金額である
ことを、ご確認ください。 

7 
補助金交付要望額 ※ 
  千円単位の入力です 

・P23/25「事業経費表」の[補助金／合計（ I ）]欄と同じ金額であることを、予めご
確認ください。（P23 の例：67,472,000 円→67,472 千円）  

要望履歴：種別    

8 新規or継続 ※ ・要望する事業の種別をプルダウン▽から新規要望（1) を選択してください。 

要望履歴：複数年度要望（№8で新規を選択のため入力不要） 

9 経過年数 

（№8で新規を選択のため入力不要） 

10 総計画年数 

11 計画開始年度 

12 計画年数 

13 中断の有無 

委託：委託事業  

14 委託事業の有無 ※ ・ 「なし」を選択してください。 

15 金額  

16 委託比率  

委託：委託調査  

17 委託調査の有無 ※ ・ 「なし」を選択してください。 

18 金額  

19 委託比率  

20～22 委託想定先１～３  

補助事業が最終的に目指すこと（社会的課題の改善、解消、解決等） 

23 社会的課題の現状  ※ 
・補助事業で改善、解消、解決等を目指す、「社会的課題」の「現状」を明確に、

255 文字以内で記入してください。 

24 目指す姿  ※ 
・「『その社会的課題が解決等された、社会』の状況＝目指す姿」（補助事業が最

終的に目指すこと）を明確に、255 文字以内で記入してください。 

補助事業の直接的な目的 

25 目的 ※ 

・ 補助事業が最終的に「目指す姿」の実現のために、補助事業の実施結果、成果

により達成を目指す「補助事業の直接的な目的」を明確に、記入してください。

（箇条書き等 255 文字以内） 

（１）受益者 

26 

受益者とそのニーズ

※ 

(必要性)  

・ 要望する事業の(受益者)が誰かと、そのニーズ（必要性）を、255 文字以内で記

入してください。 

（受益者）この事業により利益を受ける対象（人又は組織）を記入してください。 

なお、「直接的に受ける対象」と「間接的に受ける対象」が分けられる場合は、分け

て記入してください。 

（ニーズ）なぜ本事業に取り組まなければならないか、その必要性、背景等を具体

的に記入してください。 
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（２）事業内容 

27 事業内容 ※ 

・ 受益者のニーズに応え、補助事業の目的を達成する為に行う事業の内容を具体

的に分かり易く下記内容を記入してください。 

施設の建築の記入例 

・障害者グループホームの新築、定員１０名 

・鉄骨造２階建て１棟、延べ面積 ２００．０㎡ 

・付帯設備 

 暖冷房設備：設置面積１３０．０㎡ 

 床暖房設備：設置面積 ５０．０㎡ 

 エレベーター設備：１基 

 合併処理槽設備：１０人用ＢＯＤ○○ＰＰＭ 

 スプリンクラー設備：設置面積１９０．０㎡ 

 

施設の補修の場合 

・工事箇所の具体的な補修工事計画を 

記入してください。 

（添付書類１８：建物一覧および 

JKA 補助の実績の要点事項を記載） 

 

 

28 事業の新規性※ ・簡潔で分かり易い内容を記入してください 

29 事業の発展性 ※ 
・ 本事業が完了した後に予想される効果等について、255 文字以内で記入してくださ

い 

30 
実施場所  

（設置場所） ※ 

・255 文字以内 

（建築設置場所の住所を地番まで記入してください。） 

31 実施体制 ※ 
・ 建築を実施する体制について、以下の項目を 255 文字以内で記入してください。 

本事業を実施するメンバー構成、責任者と役割分担 

 

（３）達成目標：事業の実施結果 ・計画通り工事が完了し、使用開始に向けての道筋が整っているかを確認するための

指標及び目標値を設定します。 

(注) №32～37 の記入にあたっては、 

P39.40「 Ⅴ．補助事業の自己評価について ４．事前計画の作成にあたって」並びに P41.42「事業形態別記入例」 を事

前にご参照ください。 

 

32 指標 ※ 
・工事完了後に確認する指標を記入してください。 

（例）「入居希望者数」、「入居開始時期」等 

33 目標値 ※ 
・指標に対する目標値を記入してください。 

〇名 

34 具体的内容 ※ 
・目標値の設定根拠を記入してください。 

（例）2028年 2月の建築工事完了前から入居者募集を行い、工事完成時期までに入居希望者

が定員数の 9割になる見込みである。 

 

（３）達成目標：事業の成果・波及 ・施設利用開始後1ヶ月程度の利用状況等を確認するための指標及び目標値を設定します。 

35 指標 ※ 
・施設の利用状況を確認する指標を記入してください。 

（例）「入居者数」、「施設利用者数」等 

36 目標値 ※ 
・指標に対する目標値を記入してください。 

 〇名 

37 具体的内容 ※ 
・目標値の設定根拠を記入してください。 

（例）定員 8 名（男性 4 名、女性 4 名）の施設であり、開設当初から稼働率 100%とする。 

 

（４）情報発信：事業の実施結果 

38 指標 ※ 

・次の 1、2 の視点で、事業の結果を情報発信する計画を設定してください。 

（事業完了後、2 か月以内に確認できるもの） 

1．受益者・関係者への周知（例：掲示板、ポスター、機関紙など） 

2．広く世間一般への周知（例：ホームページ掲載、新聞掲載など） 

80 文字以内で記入してください。 

39 目標値 ※ ・ №38 で設定した指標の達成目標値を数値で記入してください。年間で延べ何人程度閲覧 

40 具体的内容 ※ 

・ 事業内容及び事業の実施結果を、受益者・関係者、また世間一般に効果的に伝えることが

できる広報計画を具体的に、255 文字以内で記入してください。 

・ №38 で設定した指標ごとに、使用する予定の媒体とその媒体を選んだ理由を具体的に記入

してください。 
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（４）情報発信：事業の成果・波及（競輪・オートレース補助金による事業であること） 

41 指標 ※ 

・次の 1、2 の視点で、競輪・オートレース補助金による事業であることを情報発信する計画を

設定してください。（事業完了後、2か月以内に確認できるもの） 

1．受益者・関係者への周知（例：ポスター、機関紙など） 

2．広く世間一般への周知（例：ホームページ掲載、新聞掲載など） 80文字以内で記入して

ください。 

42 目標値 ※ ・ №41 で設定した指標の達成目標値を数値で記入してください。○○部数や閲覧数等 

43 具体的内容 ※ 

・ 競輪、オートレースの補助金で実施された事業であることを、受益者・関係者、また世間一般

に効果的に伝えることができる広報計画を具体的に、255 文字以内で記入してください。 

・ №41 で設定した指標ごとに、使用する予定の媒体とその媒体を選んだ理由を具体的に記入

してください。 

（５）自己評価の体制 

44 自己評価の体制 ※ 

・ より信頼できる評価となるよう、自己評価は特定の担当者や組織だけではなく、利用者や参加者などの幅

広い関係者、外部の第三者なども加わって行われることが望まれます。以上の点をふまえ、事業の自己評

価体制について、以下の項目を255文字以内で記入してください。 

・評価を実施する体制（メンバー構成など）、責任者 

・評価の具体的な方法、手順 

・自己評価結果の公表方法 

申請事業者：事務担当者 

45 基本情報と同一 ※ ・ プルダウン▽で「同一」を選択してください 

申請事業者：作成者情報 

46 作成日 ・（例：2026-9-10）西暦・半角数字とハイフン（-）で記入してください。 

47 作成者 ・ （例：申請太郎） 姓と名の間に空白を入れないでください。8文字以内 

申請事業者：事業者情報 

48 
事業の実施責任者

の主な経歴・業績 

・ 施設の建築事業の実施責任者(理事長、施設長等)の主な経歴・業績を、255文字以内で記入してください。 

49 特記事項 記入不要 

 

※下書きシートが出来上がったら事業者フロントにログインし、基本情報と事前計画の下書きシートをアップロードしてください。 

【ログインからアップロード】 
➡１事業者フロント にログイン（I D/パスワード） 

➡２申請情報一覧 新規登録をクリック 

➡３補助事業選択    補助事業選択 2027 年度通常募集（公益事業振興分野） → ✙をクリック 

➡４事業コードを選ぶ PD3222等→ ◎クリック → 選択 

（補助事業の新規登録画面で目的の補助事業名を選び選択をクリックしてください） 

➡５下書きシート（基本情報）のアップロードﾞ（下書きシート）を読み込ませます 

【関連書類の添付】 
➡１「基本情報」入力画面の「関連書類」欄で必要書類を添付します 

  ➡２添付したい関連書類の右側にある添付をクリック 

➡３［ファイルを選択］をクリック 

➡４該当するファイルを保存先から選択し開くをクリック 

➡５「基本情報」画面最下部チェックをかけて保存するをクリック 

【事前計画を入力】 
➡１事前計画を追加 をクリック 

➡２下書きシート（事前計画）のアップロード（下書きシート）を読み込ませます 

➡３「事前計画」画面最下部チェックをかけて保存するをクリック 

【申請書類プレビュー版】 
➡１プレビュー版作成→ダウンロード可能メール届く→プレビュー版ダウンロード→印刷して内容確認 

➡２申請内容を確定する→チェックボックスに✔をいれる→申請内容を確定する 

→正式版ダウンロードメールが届く 

 

 

※「Alt」キーを押しながら「Enter」キーを押すと、下書き欄の中で改行することができます。 

（改行すると印字可能な文字数が実質減少するのでプレビューでご確認ください。） 
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事業形態コード表  下書きシート（事前計画） No.3～4 記入用 

分類 

コード 
分類項目名 

詳細 

コード 
詳細項目名 

B 検診車・診療車等の整備 
3 （公益）検診車・診療車等の整備 

99 その他 

C 建築 

1 （公益）競技施設の建築 

2 （公益）更生保護施設の建築 

4 （福祉）虐待から子どもを守る施設 

5 （福祉）児童福祉施設の建築 

6 （福祉）障がいのある人のための施設の建築 

99 その他 

D 補修 

1 （公益）補助事業により整備された競技場施設の補修 

2 （公益）補助事業によって整備された更生保護施設の補修 

3 （福祉）補助事業によって整備された社会福祉施設の補修  
4 （公益）補助事業によって整備された社会教育施設の補修 

 

E 調査・分析・研究開発 

1 分析・調査研究 

2 資料収集 

99 その他 

F イベント開催 

1 講座、セミナー 

2 シンポジウム 

3 体験活動、交流 

4 キャンペーン 

5 展示会、上映会、演奏会 

6 表彰、コンクール 

7 国際大会・選考会・スポーツ団体公認大会 

8 7以外のスポーツイベント 

99 その他 

G 事業・サービス 

1 資格付与 

2 相談事業、助言 

3 広報 

99 その他 

 

※1： 公益事業振興事業で補助要望される場合は、上記のコードから選択してください。 

 （選択肢により、上記以外に機械振興補助事業で使用するコードも表示されますので、ご注意ください。） 
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３.インターネットによる申請で、ダウンロードできる申請書類 

（１）交付要望書 

 
 

※１： 「オートレース補助金」での要望を選択された場合には、「オートレース」と表示されます。 

※２： 法人印は法務局に登録した印鑑で押印してください。 

 

様式第1

公益財団法人　ＪＫＡ
会長　　　　　　　　殿

印

記

名称

所属部
署・
役職
フリガナ
氏名
e-mail
電話１ 勤務先
電話２
FAX

事業者URL

事務担当者

９．連絡先
事業者

（上記の住所と異
なる場合のみ記

住所
〒

(別紙)「事前計画／自己評価書」のとおり

３．補助金交付要望額 　　　　　　円
４．補助金を必要とする理由 (別紙)「事前計画／自己評価書」のとおり
５．補助事業の概要 (別添１)のとおり
６．事前計画／自己評価 (別紙)「事前計画／自己評価書」のとおり
７．事業者の概要 (別添２)のとおり
８．当該事業に関し、他の団体に関する補助申請又は補助申請予定の有無

　下記の事業を行いたいので、「競輪公益資金による体育事業その他の公益の増進を目
的とする事業の補助を行うための業務方法に関する規程」第５条の規定に基づき、補助
金の交付を要望します。

１．事業名 〇〇〇〇〇　補助事業
２．補助金対象経費総額 　　　　　　円

（代表者氏名）

申請番号 99ZZ9999-999

競輪公益資金による体育事業その他の公益の増進を目的とする事業に関する補助金交付要望書

号
年　　月　　日

（郵便番号）
（住所）

（名称）
（代表者役職名）

※１

※１

※2

事前計画０６で入力した金額はここへ入る 

事前計画０７で入力した金額はここへ入る 

事業者フロントで選択したコードの事業名が自動で入ります 
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（２）事前計画／自己評価書（１／５）～（３／５②） 下書きシート（事前計画）の内容が反映されます 

 

   

 

（２／５）、（３／５①）、（３／５②）は、事業項目毎に３枚１セット 

   
 

 

<交付要望>

1.要望事業者

フリ

ガナ

フリ

ガナ

FAX

E-mail

99ZZ9999-999 [1]

別紙　ＪＫＡ補助事業

法人格

名称

住所

代表者
氏名

(役職名)

団体の使
命・目的

これまで
の主な活
動内容

事業の実施
責任者の主
な経歴・業
績(研究補
助は別記

入)

特記事項

JKA使用
欄

設立

法人格取得

    年度

氏名フリ

ガナ

事前計画/自己評価書（１/５）

電話
代表

担当者

代表

担当者

代表

担当者

過去のJKA補助実績

有

過去5年間のJKA補助実績

い
つ
か
ら

事
務
担
当
者

ホーム
ページ

所属部署
(役職名)

<交付要望>

/

2.要望事業

年

年

年

年

3.補助事業実施の必要性(意義)

(1)補助事業が最終的に目指すこと

(2)補助事業の直接的な目的

別紙　ＪＫＡ補助事業

補助事業名

事業項目名

要望履歴

種
別

事業費総額

補助金
交付要望額

委託事業
の有無

委託想定先

アピールポイント

補助事業が最終的に目指すこと(社会的課題の改善、解消、解決等)

社会的
課題の
現状

目指す
姿

補助事業の直接的な目的

(1)新規要望

○補助事業実施の必要性を、最終的に解決等を目指す社会的課題及び受益者(ニーズ)との関係で整理してください。
　補助事業の結果(アウトプット)・成果(アウトカム)により、(2)の補助事業の直接的な目的を達成し、最終的には、社会的課題
が改善、解消、解決等された社会等の状況「目指す姿」の実現[(1)の補助事業が最終的に目指すこと]を図ります。

 社会的課題の現状と、この補助事業が最終的に目指す姿(課題が改善、解消、解決等された社会等の状況)を記入してください。

　補助事業の結果(アウトプット)、成果(アウトカム)の直接的な効果により、達成を目指す、補助事業の直接的な目的を記入し
てください。

無

    年度

円

円

事業コード

補助対象
経費総額

1

複数年
度要望

継続
要望

経過年数

総計画年数

計画開始年度

計画年数

円

委
託
比
率

2

中
断

%
委託調査
の有無

作成日

事前計画/自己評価書（２/５）

事業形態

公益目的事業情報

種
類

無

有

項番

団体名称

3

作成者

99ZZ9999-999

総事業項目数

円

円

補助
率

委
託
比
率

[1]

%

事
業
区
分

<交付要望>

1.要望事業者

[ ]予算
等

実施
場所

【事業の完了時期】

【スケジュール】別添1：補助事業の概要のとおり　【予算】事業経費比較表のとおり

  年度

　  年　月　日

事前計画/自己評価書（３/５　①）

99ZZ9999-999 [1]

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

(

４
／
５
～

５
／
５

)

を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。

実施体制

別紙　ＪＫＡ補助事業

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り
、

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す
。

補助事業

(1)受益者
（ニーズ）

(2)事業内容

事業の新規
性

事業の発展
性

実施
計画

<交付要望>

1.要望事業者

[指標]

   年度

[目標値]

事前計画/自己評価書（３/５　②）

[具体的内容]

(5)自己評価
の体制

[目標値] [具体的内容]

99ZZ999-999 [1]

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

(

４
／
５
～

５
／
５

)

を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。

(3)
達成
目標

(4)
情報
発信

事業の
実施
結果

事業の
成果・
波及

事業の
実施
結果

競輪・
オート
レース
補助金
による
事業で
ある
こと

[指標]

別紙　ＪＫＡ補助事業

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り
、

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す
。

補助事業
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（３）事業者の概要（１・２） 

 

（別添２）

住所

フリガナ

申請番号

事業者の概要

法人格

事業者名

代表役職名

フリガナ

代表者氏名

a.事業を簡潔に示す名称

b.事業をわかりやすく
説明した概要

（1/3）

 

 

事業者フロントの「団体情報」が反

映されます 

「基本情報０８」に入力した内容が反映されます 

 

 

 

「基本情報０９」に入力した内容が反映されます 
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（別添２）

e.事業完了予定日

c.補助事業の目的

d.補助事業の内容

（2/3）

 

 

「基本情報１０」に入力した内容が反映されます 

 

 

 

 

 

 

 

「基本情報１１」に入力した内容が反映されます 

 

「基本情報１２」に入力した内容が反映されます 
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事業者の概要（１・２）は３枚１セット 

（別添２）

１．役員及び会員の状況

２．業務概要（２５５文字）

役職員数

会員数 正会員 賛助会員 法人会員 個人会員

役職名 氏名 常勤／非常勤

代表者

役職名 氏名 役職名 氏名

常勤役員

事業概要 事業報告

（3/3）

組織の
情報公開の

有無

組織概要 決算書

 

・このページはすべて事業者フロントの団体情報から 

反映されます。 

 

・修正が必要な場合は、団体情報変更を行ってください。 

ＪＫＡの承認がされますと最新情報に更新されます。 
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［ＭＥＭＯ］  
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Ⅲ．「②関連書類」の作成について 

 

※この章では「競輪とオートレースの補助事業」ホームページ https://hojo.keirin-autorace.or.jp/からダウンロードした関

連書類のフォームに入力する内容について説明します。 

１． 事業者の概要（３）（収支決算・収支予算の概要）     

 

 

※１．過去３年度の決算書（2023～2025）及び今年度の予算書（2026）から、該当する金額を転記してください。 

☆一般会計と特別会計がある場合、原則として各会計を合算した数字を記入してください。 

※２．収支差額等に特記事項がある場合には、その内容を＜特記事項＞に記入してください。 

     

 

ダウンロードフォーム 
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２． 補助事業の概要(事業の実施予定表)                
 

（別添１）                     補助事業の概要          法人名  （福） ○○○○○  
 

 

事業の実施予定表  ※１ 

期・月別 

事業項目（段階） 

上   半   期 下   半   期 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

《施設の建築・補修》             

 
２０２６年度：許認可 （２０２６年４月） 

 
 

  〃    基本設計（２０２６年７月）  

 
交付決定後の事業の実施予定       

・ 実施設計             

・ 建築確認申請             

・ 入札・契約             

・ 工事             

・ 検査・引渡し             
             
             
             

 

事業を実施する上における事業支出予算 

「事業経費表」参照 

 

 

 

 

※1： 「事業の実施予定表」記入内容は、 

・農地転用許可申請や開発行為申請などの許認可 

・設計（基本設計、実施設計） 

・建築確認申請 

・請負業者選定（入札） 

・契約、工事（着工、検査、竣工、引渡） 

など、事業を実行するにあたり必要な工程を漏れなく記入してください。 
 

ダウンロードフォーム 
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【① 施設の建築の事業経費比較表作成（記入例）】（例示は補助金上限額7,200万円） 

 

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
フ
ォ
ー
ム
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☆ 下線太字①～⑥の順番で事業経費表の作成を行ってください。 

（注１） Ｃ．建築、Ｄ．補修のいずれかの要望する事業のシートを選択し、補助事業名・事業コード一覧（P9）の該当するコードをプルダウンから選択してください。・・① 

また、法人名（法人格を含む）を記入してください。・・・①′ 

（注２） 費目（Ａ）・節（Ｂ）・補助率（Ｃ）をプルダウンから選択してください。・・・② 

節（Ｂ）は建築費・暖冷房設備費・エレベーター設備費・合併処理槽設備費・スプリンクラー設備費の順に記入してください。（補修の場合は、設計監理費・補修工

事費の順で記入してください） 

（注３） 算出基礎／事業費総額（Ｇ）の記入方法 

《建築》 2027年度 補助方針・別添４「補助事業の事業経費の基準」に基づいて、単価×面積、単価×人数など記入例に従って記入してください。 

   建築費の算出基礎 ＝ （建築工事予算総額 - 付帯設備工事費） ÷ 延べ面積 ＝ １㎡当たりの実単価 

   ※実単価が基準単価より低い場合は、実単価を基に算出してください。 

  ア．「建築物の主要構造部の構造区分・金額」をプルダウンから選択してください。・・・③イ．建築基準単価の対象は、設計監理費を含む工事額です。 

※ 付帯設備工事費（暖冷房設備費・エレベーター設備費・合併処理槽設備費・スプリンクラー設備費）についても建築費と同様です。・・・④ 

※床暖房は設置面積のみが対象となります（室面積ではありません）。※エレベーターは、荷物のみ搬送するダムウェータ―は対象外です。 

《補修》 「建築工事予算書」により設計管理費と補修工事費を記入してください。 

 （注４） 補助金（Ｄ）、自己負担金（Ｅ）及び補助対象経費（Ｆ）欄には、算出基礎／事業費総額（Ｇ）で求めた額の千円未満を四捨五入したものが自動計算されますが 

必ず検算してください。 

    補助金（Ｄ）額は、補助対象経費（Ｆ）×補助率（Ｃ）です。（千円未満を切捨て） 

自己負担金（Ｅ）額は、補助対象経費（Ｆ）－補助金（Ｄ）額です。 

（注５）その他補助対象外工事費には、建築工事予算書の総合計から補助対象経費を除いた金額を記入し、算出基礎／事業費総額（Ｇ）の合計が 

「建築工事予算書」の総合計（税込）と同じになるようにしてください。・・・⑤ 

（注６）    ・補助対象経費（Ｆ）の合計（ I ）が、「１．収入の部」補助対象経費総額、及びＰ.11の6「補助対象経費総額」と一致することを確認してください。 

・補助金（Ⅾ）の合計（ I ）が、「１．収入の部」補助金額、及びＰ.11の7「補助金交付要望額」と一致することを確認してください。 

・自己負担金（E）の合計（ I ）が「１．収入の部」自己負担金額と一致することを確認してください。 

 （注７） 自己負担金・対象外経費の調達方法（捻出する財源）を記入してください。・・・⑥ 
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【② 施設の補修の事業経費比較表作成（記入例）】 ※入力方法はP23及び24をご参照ください。 

 

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
フ
ォ
ー
ム
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１． 反社会的勢力でないことの誓約書   

 

（添付書類２３） 
  年  月  日 

 

 

公益財団法人 JKA 

会長      様 

 
       ※法人代表者の役職、記名、法務局に登録した印鑑を押印してください。 

〒 

住  所 

名  称 

代表者名                       印 

 

 

反社会的勢力でないことの誓約書 

 

当団体（法人または個人）は次のとおり反社会的勢力でないことを表明し、誓約いたします。 

なお、この誓約が虚偽であり、またはこの誓約に違反した場合には、補助金の全部または一部の交付決定が

取り消されても異議を申しません。 

 

１．現在、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを誓約いた

します。 

（１）暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関

係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以

下これらを「反社会的勢力」という） 

（２）反社会的勢力と次のいずれかに該当する関係にある者 

① 反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係を有すること 

② 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

③ 反社会的勢力を利用していると認められる関係を有すること 

④ 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められ

る関係を有すること 

⑤ 役員または経営に実質的に関与している者が反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有す

ること 

 

２．当団体（法人または個人）は、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを誓

約します。 

（１）暴力的な要求行為 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３）補助事業を実施するにあたり、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

（４）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて貴財団の信用を毀損し、または貴財団の業務を妨害す

る行為 

（５）その他前各号に準じる行為 

 

 

  

Ⅳ．「③添付書類」について 

ダウンロードフォーム 
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２．施設の建築・補修を要望する場合 

下記「添付書類一覧表」を作成し、建築あるいは補修の該当する項目に「〇」を付け、提出してください。 
なお、インデックスには「添付書類番号」を記入し、この順序で綴ってください。 

                                      

添付書類一覧表 

添付

書類

番号 

書      類      名 建築 補修  

１ 法人の履歴事項全部証明書（発行から３ヶ月以内の原本）    

２ 定款又は寄附行為    

３ 役員及び会員名簿     

４ 意見書（原本）〔書式あり〕   (注 1) 

５ 
「障害者地域活動拠点施設」の補助金交付要望に係る提案書（原本） 

〔書式あり〕 
  (注 2) 

６ 法人認可書    

７ 

建物の土地の全部事項証明書（発行から３ヶ月以内の原本）:所有の場合    

土地を使用する権利を証する書類：賃借の場合   (注 3) 

土地(敷地)の全体面積の明示及び公図（当該敷地を赤で囲む）、地積測

量図等（敷地） 
   

補助事業計画敷地および建物に関する調書〔書式あり〕   (注 4) 

８ ＪＫＡ補助金以外の裏付書類   (注 5) 

９ 借入金に関する一覧表   (注 6) 

１０ 
建築工事予算書〔書式あり〕   (注 7) 

 数量が記された予算明細書もしくは数量調書を添付〔書式なし〕    

１１ 建物の床面積の内訳表〔書式あり〕   (注 8) 

１２ 
現況当該敷地の写真（全景、敷地境界、接道部等）：配置図に撮影箇所を

記入 
   

１３ 現況建物写真（建物全景、当該部）：配置図に撮影箇所を記入   (注 9) 

１４ 
建築計画/設計図(案内図、配置図、求積図(建物)、内・外装仕上表、平面

図、立面図、断面図) 
   

１５ 
補修計画/設計図(案内図、特記仕様書、仕上表、配置図、現地調査図、

数量表)：現状と計画を対比して表記 
  

１６ 
付帯設備計画/設計図 

 （暖冷房・床暖房等、合併処理浄化槽、スプリンクラー、昇降機仕様） 
   

１７ 屎尿浄化槽設備の JIS A3302 による処理対象人員算定書    

１８ 【補修】対象施設の建物一覧および JKA補助の実績〔書式あり〕   (注 11) 

１９ 現状図(案内図、配置図、平面図、立面図、断面図、仕上表)：対象部分を

赤で囲む 
  (注 12) 

２０ 現況建物が建築基準法及び関連法に適合した建物であることが確認でき

る書類（建築確認申請書、確認済証、検査済証などの写し） 
  (注 13) 

２１ 現況建物の定期検査・報告制度による検査報告書（写）   (注 14) 

２２ 現況建物の全部事項証明書（発行から３ヶ月以内の原本）    

２３ 反社会的勢力でないことの誓約書（原本）〔書式あり〕    

- その他（本財団が提出を求めたもの）   (注 15) 

※原本と記載してあるもの、写真以外はコピーを提出してください。 

 

 

ダウンロードフォーム 
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（注１） 「社会福祉の増進」事業で建築を要望する場合は、都道府県知事等所轄庁の意見書を添付して

ください。（Ｐ30参照）なお、意見書の発行申請は、法人が行ってください。 

 

（注 2） 「障害者地域活動拠点施設」の施設の整備事業を行う法人のみ添付してください。（Ｐ31参照） 

 

（注 3） １．敷地買収予定の場合（所有権移転登記未済のとき） 

 ・売買契約書（写）、地主の売渡書（写）、譲渡承諾書（写）又は地主売買確約書（写） 

 ・移転登記後速やかに全部事項証明書（原本）を提出してください。 

 ２．寄付申込の場合 

 ・地主の寄付申込書（写） 

 ３．借地の場合 

 ・国又は地方公共団体から借りる場合は、その契約書（写） 

・その他から借りる場合 

無償で借用する時は、期間 10 年以上の地上権設定を証する書類（契約書又は地主の承諾

書（写）） 

有償で借用する時は、期間 10 年以上の地上権又は賃借権設定を証する書類（契約書又は

地主の承諾書（写）） 

（注 4） 建築基準法の改正（R.7.4.1施行）により、建築又は補修どちらの場合にも提出が必要です。 

（Ｐ32参照） 

（注 5） ＪＫＡ補助金以外の裏付書類（自己負担金の調達方法） 

 1．残高証明書（原本） 

 ・公示日以降、要望提出日以前の残高を証明したもの 

 ２．寄付申込書（写）、寄付者の印鑑証明書（原本）及び残高証明書（原本） 

 ３．他団体の補助金交付（予定）の証明書 

 ４．融資（予定）証明書 

       ・福祉医療機構の融資を受ける場合は証明書の提出の必要はありません。 

 ５．予定している借入金に関する一覧表及び償還計画表を提出してください。 

       なお、一覧表は〔記入例〕のとおりとし、償還計画表は（注 5）の《記入例》（Ｐ29）と同表のものを

添付してください。 

 また、償還財源の裏付書類と担保物件がある場合は担保物件の全部事項証明書（原本）も併

せて添付してください。 

〔記入例〕 

借入金について（予定） 

１．借  入  先 独立行政法人福祉医療機構 

２．借 入 金 額 60,000,000 円 

３．返 済 期 間 20 年 

４．償 還 財 源 理事長寄付 

５．担 保 物 件 土地－○○区赤坂町２－10 外５筆（法人所有） 

 

（注 6） 現時点で独立行政法人福祉医療機構等の借入金がある場合、それらの償還計画（現在の残額）、

償還財源、担保物件等を記載した一覧表を添付してください。 

なお、補助事業の対象建物及び当該実施場所（対象建物が建つ土地）を借入のための担保に

供することは認められません。（独立行政法人 福祉医療機構からの借り入れの場合はこの限り

ではありません。） 
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(注 7) 「建築工事予算書」（P33～35）の様式で作成してください。 

・数量が記された予算明細書もしくは数量調書を添付〔書式なし〕してください。 

・建物を２棟以上計画する場合は要望申請をする１棟の予算書を添付してください。 
 

(注 8) 「建物の床面積の内訳表」（Ｐ36）の様式で作成してください。 

 

(注 9) 補助標識の写っている全景写真及び工事該当箇所の写真を添付してください。 

 

(注 10) ・サイズは A３版等で、文字や数字の読み取れる縮尺で提出してください。 

 ・同一敷地内に新築する場合、配置図には必ず各棟別の面積及び竣工年度を記入してくださ

い。 

・平面図、立面図、断面図に各部位の仕上げを記入するか仕上表を添付してください。 

 ･過去に本財団の補助物件及び、国又は他の団体の補助物件がある場合は、補助団体名を記入

してください。 

 ・補修の場合は、対象の建物および補修箇所がわかるよう図面で現状と比較対照して示してくだ

さい。 

 

(注 11) 「【補修】対象施設の建物一覧および JKA補助の実績」の様式で作成してください。（Ｐ37参照） 

 

(注 12) 要望する施設で、過去に増改築をしている場合は、平面図に増改築した部分がわかるよう示し、

実施年、補助を受けている場合は補助先名、金額を記入してください。 

 

(注 13) 既存建物が建築基準法及び関連法に適合した建物であることが確認できる書類として、「建築確

認済証（写）」及び「検査済書（写）」、また該当する場合は「バリアフリー法」、「福祉のまちづくり

条例」等の適合証明書（写）添付してください。 

 

(注 14) 定期検査・調査報告制度に該当する建物は、過去２回分の報告書（写）を添付して下さい。 

 

(注 15) ・更生保護施設を要望する場合は、建築予定に関する近隣住民、地元との協議状況や結果の記

録〔書式なし〕を法人代表者印押印の上、添付してください。 

 ・設計事務所で〈ホームページが無い〉あるいは〈内容が更新されていない〉の場合、過去３か年

の実績を添付してください。 

〔記入例〕

償 年度 元金 利子 計 元金 利子 計 元金 利子 計

還

計

画

計

償還財源

担保物件

〇〇県社会福祉協議会

〇〇〇〇千円

〇元金、利子

　　　後援会寄付

無担保

合　　計

〇〇〇〇千円

〇元金、利子1/2理事長寄付

〇利子　1/2県補給

〇土地

東京都港区赤坂〇-〇-〇（法人所有）

福祉医療機構

〇〇〇〇千円

借入先

借入金額
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（添付書類４）  

     意 見 書 
 

 

施  設  名  

施 設 種 別  

設 置 主 体  

実 施 場 所  

事業の必要性 

 

設備基準等の適合性 

 

事業費の積算内容及び 

補助金の積算の適否 

 

資 金 計 画 
 

用地その他の事項 
 

運営の見通し 
 

補助金交付要望に係る事業計画についての意見は上記の通りです。 

 

２０２６年  月  日 

 

公益財団法人 ＪＫＡ 

 会 長            様 

知事・市長          印 

 

  

ダウンロードフォーム 
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（添付書類５）  

「障害者地域活動拠点施設※１」の補助金交付要望に係る提案書 ※2 
 

【提案内容】※3  

当該地域の障害者のお

かれた状況等の背景 

  

上記の背景を踏まえた

活動の必要性等 

  

具体的な対象者 

  

具体的な目的 

  

具体的に何を、どの様な

方法で 

  

施設内での実施場所 

  

補助金交付要望に係る事業計画についての意見は上記の通りです。 

 

２０２６年  月  日 

 

公益財団法人 ＪＫＡ 

 会 長          様 

法人名 

住所 

代表者名          ○印  

 

※１： 「障害者地域活動拠点施設」とは、障害者総合支援法の「地域活動支援センター」に、「障がい者

が自ら行う地域活動」の拠点となる機能を付加した施設です。 

・施設仕様には、以下の２点に注意してください。 

(1) 「地域活動支援センター」の機能に必要十分な施設であること。 

(2) (1)に加えて、「障がい者が自ら行う地域活動」に必要な施設であること。 

・「障がい者が自ら行う地域活動」の運営は、非営利事業として行ってください。 

      ・就労移行支援事業及び就労継続支援事業を行う施設は対象となりません。 

※2： 補助金交付要望を行うにあたって、当該施設に於ける「障がい者が自ら行う地域活動」の内容につ

いて、「提案書」を作成してください。 

※3： 貴法人が構想する「障がい者が自ら行う地域活動」の内容を、その前提を記載した上で、具体的に

提案してください。  

ダウンロードフォーム 
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（添付書類７） 
 

補助事業計画敷地および建物に関する調書     
 

 

１．区域・地区の指定（該当するものに☑記入） 

□ 都市計画区域内 （（ □市街化区域  □ 市街化調整区域）  □非線引き都計区域） 

□ 準都市計画区域  □都市計画区域・準都市計画区域外 

□ 市街地開発事業 （□土地区画整理事業区域 □その他(           ） 

□ 宅地造成工事規制地区   □ 宅地造成工事規制地区外 

□ 農地転用届の必要な敷地 （補修の場合にはチェック不要です） 

□ その他の規制：その他(             ）     

 

２．用途地域・防火地域等 ：   用途地域：                地域  

□防火地域  □準防火地域  □法 22条地域  □無指定 

 

３．建築確認手続の要否： 

□必要 （□建築確認  □省エネ基準適合）  

□不要  （□建築確認  □省エネ基準適合）                    

 

補助金交付要望に係る計画敷地への各規制は上記のとおりです。 

 

２０２６年  月  日 

公益財団法人 ＪＫＡ 

  会 長          様  

 

法人名 

住  所 

代表者名                   ○印 

 

                       設計事務所名  

                       住  所 

                       作成担当者名              ○印 

※： 建築もしくは補修のどちらの場合でも提出が必要です。  

ダウンロードフォーム 
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（添付書類１０） 

 

 

建築工事予算書 
 
 

２０２６年  月  日 
 

                     様 
 

       
                                  

 

 

 

１．工事金額（含消費税） 円 

２．工事名（事業名称）  

３．建築場所（実施場所）  

４．構 造  

 （対象工事） （全体工事※） 

５． (1) 建築面積 ㎡ ㎡ 

(2) 延べ面積 ㎡ ㎡ 

(3) 階数 （地上：        地下：             ） 

６．工 期（予定）  

着 工 ２０〇〇 年   月  日 

完 成 ２０〇〇 年   月  日 

※複合施設を建築する場合は、施設全体の面積も記入してください。 
 

設計事務所名                 印  

作成担当者名 

住所 

電話番号 

 

※1：  ［設計事務所］は〈工事業者〉と独立していること。 

※2：  延べ面積と P36の建物面積の内訳表（合計面積）は、一致することを確認してください。 

ダウンロードフォーム 

補助事業者（法人）名を記入してください。 

（(公財)JKA 宛てではありません） 
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（注２） 工事費内訳書 
 

工 事 名 称 金 額 (単位：円) 備 考 

◎共通仮設工事 ① 

（対象工事） （全体工事※）  

   

① 小計   

◎建 築 工 事 ②   

１．仮 設 工 事   

２．土    工    事   

３．杭 、 地 業 工 事   

４．コンクリート工事   

５．型 枠 工 事   

６．鉄 筋 工 事   

７．鉄 骨 工 事   

８．組 積 工 事   

９．防 水 工 事   

１０．タ イ ル 工 事   

１１．石 工 事   

１２．木 工 事   

１３．屋 根 工 事   

１４．金 属 工 事   

１５．左 官 工 事   

１６．金 属 建 具 工 事   

１７．木 製 建 具 工 事   

１８．ガ ラ ス 工 事   

１９．塗 装 工 事   

２０．内 装 工 事   

２１．雑 工 事   

② 小計 
（対象工事） （全体工事※） 

 ②=「１.～21.」計 

  
◎設 備 工 事 ③   

 １．電気設備工事   

  １－１ 受変電設備工事   
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工 事 名 称 金 額 (単位：円) 備 考 

  １－２ 幹線設備工事   

  １－３ 電灯設備工事   

  １－４ 動力設備工事   

  １－５ 弱電設備工事   

  １－６ 自火報設備工事   

 ２．換 気 設 備 工 事   

 ３．給排水設備工事   

  ３－１ 衛生器具工事   

  ３－２ 給水設備工事   

  ３－３ 排水設備工事   

  ３－４ 給湯設備工事   

  ３－５ ガス設備工事   

  ３－６ 消火設備工事   

③小計 
（対象工事） （全体工事※） 

③=「1 電気 + 2 換気+ 3 給排水」計 
  

◎付帯設備工事 ④ 
  

 

 １．暖冷房設備工事    

  １－１ 暖冷房設備工事    

  １－２ 床暖房設備工事    

 ２．昇降機設備工事    

 ３．合併処理設備工事   JISによる人員算定：（   ）人槽 

 ４．スプリンクラー設備工事   設置義務：あり・なし 

④小計 
（対象工事） （全体工事※） 

 ④=「1 暖冷房+2+3+4 ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ」計 
  

◎諸 経 費  ⑤    

◎その他対象外工事（外構等）⑥ ―   

工事費 合 計 【A】    【A】＝［①～⑥］計 

    
◎設計・監理費  ⑦    

合 計  【B】   【B】=【A】+ ⑦ 

消 費 税 等    

    

総 合 計 

（対象工事） （全体工事※） 

【B】＋消費税等   
 

 

※複合施設を建築する場合は、施設全体の面積も記入してください。 
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（添付書類１１）   

建物の床面積の内訳表 

１     階 室数 面積(m2) 暖冷房(m2) 床暖房(m2) 
スプリンクラー

(m2) 

風 除 室        １ ○○.○○    

玄      関 １ ○○.○○ ○  △ 

受   付 １ ○○.○○ ○  △ 

事 務 室        １ ○○.○○ ○ □ △ 

医 務 室        １ ○○.○○ ○ □ △ 

休 憩 室 １ ○○.○○ ○ □ △ 

会 議 室 １ ○○.○○ ○  △ 

      

食 堂 １ ○○.○○ ○ □ △ 

厨 房 1 ○○.○○ ○ □ △ 

エ レ ベ ー タ ー 室 １ ○○.○○    

浴 室  ○○.○○    

小      計  ○○.○○ ○○.○○ ○○.○○ ○○.○○ 

 

２    階 室数 面積(m2) 暖冷房(m2) 床暖房(m2) 
スプリンクラー

(m2) 

面  接  室 １ ○○.○○ ○ □ △ 

階  段  室 １ ○○.○○    

      

浴  室 １ ○○.○○    

食  堂 １ ○○.○○ ○ □ △ 

居  室 ３ ○○.○○ ○ □ △ 

廊  下 １ ○○.○○ ○  △ 

倉 庫 １ ○○.○○    

小      計  ○○.○○ ○○.○○ ○○.○○ ○○.○○ 

 

合    計  ○○.○○ ○○.○○ ○○.○○ ○○.○○ 
 

 

※1：  階別に記入してください。 

※2：  暖冷房設備（○印）、床暖房設備（□印）及びスプリンクラー設備（△印）は、設置部分が分るよう

に印を記入し、小計欄に設置面積を記入してください。 

※3：  小計及び合計の面積は、建築基準法の算定に基づく面積にあわせてください。 

  

ダウンロードフォーム 
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  （添付資料１８）

 

 

 

Ｃ.敷地図および建物配置図

敷地境界線

① ②

③

敷地面積：

地名地番： 道路境界線

設計事務所 ：名称：事務所登録番号 敷地図および建物配置図

設計者 ：資格：建築士登録番号 （全ての建物を記載すること）

敷

地

境

界

線

敷

地

境

界

線

屋根・壁の補修

（対象となる棟を

「色付け」すること）

参考図 （敷地図および建物配置図の例示）

ダウンロードフォーム 
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添付資料１８：記載の注意事項は下記のとおりです。  

※1： 同一敷地にあるすべての建物を、以下３点にまとめてください。  

 ・『A.敷地および建物一覧表』 

 ・『B.JKA 補助実績建物の履歴および内容（今回要望内容含む）』 

それぞれの表に記載し、 

 ・『C.敷地図および建物配置図』は、参考図を参照しながら作成してください。 

 

※2： 『A.敷地および建物一覧表』の表示方法は、以下を参照してください。  

建築確認申請書、確認済証、検査済証を参照して記入してください。  

また、その写しを添付してください。  

・増改築等があった場合には、行をかえて記入してください。  

 ・登記されている建物の家屋番号を記載してください。  

  また、その写しを添付してください。  

 

※3： 『B.JKA 補助実績建物の履歴および内容（今回要望内容含む）』の表示方法は、 

以下を参照してください。  

ＪＫＡ補助の実績に該当する A 表の建物番号に赤〇印をつけ、B.の補助実績建物 

の履歴に記入してください。  

 ・補修は新築時に JKA の補助を受けた建物に限ります。  

  （JKA から補助を受けていない建物や増築部分は要望対象外です） 

 

※4： 『C.  敷地図および建物配置図』は参考図の例示を参照して、  

今回補修を要望する建物の配置図とその［建物表記リスト］を作成し、要望される補修

部分を赤〇で印してください。  

 

※5： 『C.  敷地図および建物配置図』は〔書式なし〕ですが、明解に読み込める縮尺で作成し

てください。  

下記の［建物表記リスト］を建物ごとに記入のうえ、配置図に加えてください  

    

 

  

建物表記リスト

棟番号と名称
JKA補助実績

は〇印

施設の用途

構造 階数

延べ面積（㎡） 竣工年

建築確認済証 交付年月日 番号

検査済証 交付年月日 番号

・この建物表記リストは各建物ごとに

作成すること

・この表は「添付書類１８_Ｃ.(建物表

記リスト)」シートにあります
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Ⅴ．補助事業の自己評価について 

 

本財団は、補助事業の透明性、効率性を確保するとともに、ＪＫＡ補助事業の更なる向上

を図るため、外部の学識経験者及び有識者による公益事業振興補助事業審査・評価委員

会（以下「委員会」といいます。）を設置してＪＫＡ補助事業の評価を行い、その結果を公表す

ることとしています。 

補助事業者には、補助事業完了後、事業の実施状況及び「事前計画」で設定した指標

及び目標値等の達成状況を自己評価書により自ら確認・評価（自己評価）していただきます。 

１．補助事業評価の目的 

JKA 補助事業の評価は、個々の補助事業者が補助方針に沿って行う事業や活動に対して、その補

助事業の内容の結果・成果を検証し、補助事業の改善と発展を目指します。 

２．実施方法 

評価対象 評価方法 

個々の補助事業 

個々の補助事業者が、予め定めた事前計画を事業完了時にどの程度

実現できたか、その促進・阻害要因を把握し、目標達成状況等を自ら

評価します。 

JKA が、個々の補助事業者の自己評価書の内容等をもとに、事業の

達成状況や広報状況を評価します。 

JKA 補助事業全体 

個々の補助事業から構成される各事業分野における目標達成状況等

の評価並びに事業分野を取り巻く環境の整理等を通して、ＪＫＡ補助

事業全体を評価します。 

３．自己評価の実施時期 

１回目⇒ 事業完了後 2 ヶ月以内に、「実施結果」及び「成果・波及」を確認します。 

事業完了後、完了報告を行うまでの期間における実施結果や成果の目標達成状況等を

確認、報告していただきます。 

２回目⇒ 事業完了後一定期間が経過して把握できる「成果・波及」を確認します。 

事業実施年度の翌年度末頃に成果の目標達成状況等を確認、報告していただきます。

（事業形態によって時期が異なります。） 

施設の整備事業については、利用状況等の調査を併せて行います。 

４．事前計画の作成にあたって 

（１）事業の「実施結果」と「成果」 

自己評価を行うため、事前計画の段階で補助事業の「実施結果」と「成果」を設定し、併せて、

それぞれ指標及び目標値を設定します。（以下の説明及び P41「事業形態別記入例」参照） 

 

（２） 指標の設定について 

指標を設定する際のポイントは以下のとおりです。 

① 目標値として数値等、具体的な値を設定することができ、その計測が容易（コストや手間から

見て現実的である）で、結果が比較的短期間で得られること 

② 指標を設定する際に、「目標値」を、具体的な数値で設定することができない場合は、「目標
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値」を文章で記入し、なぜその指標・目標値を設定したかの理由を事前計画の具体的内容

欄に記入すること 

 

※指標・目標値を設定する場合は、担当者だけで決めるのではなく、関係者間で十分に検討し、

合意のもとで設定してください。 

５．その他評価に関して 

（１）評価結果の公開 

評価結果は、補助事業HPで公開いたします。 

（２）委員会における成果の発表 

補助事業者には、委員会等で補助事業の成果を発表していただく場合がございます。 

（３）ヒアリング及び現場視察 

事業期間中に、本財団へお越しいただき、補助事業についてヒアリングをさせていただく場合が

ございます。また、委員会委員が、実際に補助事業の現場を見させていただく場合がございます。 

（４）アンケート等の実施 

事業実施中または事業完了後に、アンケート等を実施する場合がございます。 

（５）追跡調査の実施 

事業によって、その後の成果・波及効果等について、追跡調査を実施する場合がございます。 
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◆「下書きシート（事前計画）」 №32～№37  事業形態別 記入例【Ｃ．建築】 

事業形態 
項 

目 

下書きシート（事前計画） 「事業形態」（№3）別 

達成目標（№32～№37） 記入例 
分 類 

記 号 

事 業 

形態名 

Ｃ 

建
築 

 

⑶
達
成
目
標
：
事
業
の
実
施
結
果 

・計画通り工事が完了し、使用開始に向けての道筋が整っているかを確認

するための指標及び目標値を設定します。 

 

№32[指標] 工事完了後に確認する指標を記入してください。 

（例）「入居希望者数」、「入居開始時期」等 

 

№33[目標値] 指標に対する目標値を記入してください。 

 

№34[具体的内容] 目標値の設定根拠を記入してください。 

 

 

◇記入例１  

[指標] 入居希望者数 

[目標値] 7 名 

[具体的内容]  2028 年 2 月の建築工事完了前から入居者募集を行い、

工事完成時期までに入居希望者が定員数の 9 割になる

見込みである。 

 

◇記入例２  

[指標] 入居開始時期 

[目標値]  2028年 3月 

[具体的内容]  2028 年 2 月の建築工事完了後、諸手続きを行い、2028

年 3月に入居を開始する。 

⑶
達
成
目
標
：
事
業
の
成
果
・波
及 

・施設利用開始後1ヶ月程度の利用状況等を確認するための指標及び目標

値を設定します。 

 

№35[指標] 施設の利用状況を確認する指標を記入してください。 

（例）「入居者数」、「施設利用者数」等 

 

№36[目標値] 指標に対する目標値を記入してください。 

 

№37[具体的内容] 目標値の設定根拠を記入してください。 

 

 

◇記入例  

[指標] 入居者数 

[目標値] 8 名 

[具体的内容] 定員 8 名（男性 4 名、女性 4 名）の施設であり、開設当初

から稼働率 100%とする。 
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【Ｄ．補修】 

事業形態 
項 

目 

下書きシート（事前計画） 「事業形態」（№3）別 

達成目標（№32～№37） 記入例 
分 類 

記 号 

事 業 

形態名 

Ｄ 

補
修 

⑶
達
成
目
標
：
事
業
の
実
施
結
果 

・補修完了後、計画通り工事が完了したかを確認するための目標を設定しま

す。 

 

 

№32[指標] 「補修工事完了時期」と記入してください。 

 

№33[目標値] 目標とする工事完了年月を記入してください。 

 

№34[具体的内容] 目標値の設定根拠を記入してください。 

 

 

◇記入例  

[指標] 補修工事完了時期 

[目標値] 2027年 10月 

[具体的内容] 積雪時期までに補修工事を完了させる。 

⑶
達
成
目
標
：
事
業
の
成
果
・波
及 

№35[指標] 補修工事完了後、補修工事を実施した結果生じる成果・波及状況

等を確認するための指標を記入してください。 

（例）「入居者の増加」、「施設利用者の満足度」等 

 

№36[目標値] 指標に対する目標値を記入してください。 

 

№37[具体的内容] 目標値の設定根拠を記入してください。 

 

 

◇記入例  

[指標] 入居者の増加 

[目標値] 2名増 

[具体的内容] 工事前に 7 名であった入居者数が施設を整備したことにより

増加し、翌月には定員である 9名を満たす。 

 

 

注）満足度を設定する場合については、アンケートやヒアリングを行う等、事実

に基づいた計測が望ましい。 
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Ⅵ．補助事業の実施内容及び成果の公表について 

 

１．本財団は、より一層広く社会から理解されることを目指し、「競輪とオートレースの補助事業」ホーム

ページ内で個々の事業を分かりやすい内容で紹介し、補助事業の遂行に取り組んでいます。 

２．事業の内容は、途中経過から最後の事業報告書（レポート）に至るまで一貫して、できる限り補助事

業者のホームページで公表をしてください。 

３．補助事業をする際や、成果を公表するページには、競輪又はオートレースの補助を受けたことが分

かるように表示してください。 

＜例：「〇〇の建築補助事業（○○○○年度、競輪の補助事業）」＞ 

＜例：「この事業は、競輪の補助を受けて実施しました。」＞ 

４．事業終了後は速やかに「補助事業概要の広報資料」を作成してください。その際には、次の内容を盛

り込んだ具体的で分かりやすい内容としてください。 

・補助事業の目的と内容 

（施設を建築したことにより、どのような効果が得られ地域で役立つかといった成果等） 

・実施活動の模様（施設を使用していることがわかる等）のイメージを表す写真 

・本事業に係わる成果物等 

５．成果物等の内容を可能な限り可視化し、一覧性の高い構成内容として表現するため、各成果物の写

真（機関誌の表紙・パンフレット、新聞等）と補助事業者のホームページ当該部のリンク構成を基本と

します。 

 

 

例 1） 更生保護施設 

 

例 2） 障害者グループホーム 
       

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 
 

  

 

例 3） 就労支援Ｂ型事業所 

 

 

例 4） 障害児入所施設 
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［ＭＥＭＯ］  
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〒１０８－８２０６  

東京都港区港南一丁目２番７０号 

品川シーズンテラス２５階 

公益財団法人 JKA 補助事業部  補助事業課 

 

https://hojo.keirin-autorace.or.jp 
 

 

 

20260701 

ＪＫＡ補助事業ホームページアドレス 

要望書提出先 


